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第33回 パブリックアフェアーズセミナー
（主催：一般社団法人日本パブリックアフェアーズ協会）

「産学官公連携で実現する、再生可能エネルギー普及と住民合意形成」
2023年6月27日（火）に開催

一般社団法人 日本パブリックアフェアーズ協会（東京都港区、代表理事：増田寛也）は、2023年
6月27日（火）に第33回 パブリックアフェアーズセミナー「産学官公連携で実現する、再生可能エ
ネルギー普及と住民合意形成」と題するウェビナーを開催致しました。

セミナー冒頭、弊協会理事の酒井光郎より協会概要及びパブリックアフェアーズ活動の最新の活
動実績を紹介。その後、環境省大臣官房地域政策課 課長補佐 三田 裕信 氏より『地域共生型再エネ
の推進に向けて～地域脱炭素化促進事業制度を中心に～』をテーマに、環境省としての地域共生型
再エネ導入推進の考え方、地域脱炭素化促進事業制度の概要についてご講演賜りました。つづけ
て、神奈川県 小田原市 ゼロカーボン推進課エネルギー事業推進係長 小野 貴朗 氏より『小田原市に
おける再エネ事業創造のポイントと脱炭素先行地域づくり事業の取り組み』をテーマに、地産電源
の創出や小売電気事業者を始めとする様々な主体との連携のポイントを行政実務の観点からご講演
賜りました。さらに、東京工業大学 環境・社会理工学院 融合理工学系 准教授 錦澤 滋雄氏より『再
生可能エネルギーの導入拡大に向けた地域合意形成のあり方』をテーマに、近年の再エネを巡る住
民合意形成の動向や合意形成実現のポイントを様々な地域での実践を踏まえて研究者の観点からご
講演賜りました。また、弊協会で地域脱炭素実現に関するプロジェクトに携わっているポリシフェ
ローの荒武見希より『再生可能エネルギー導入による地方創生と住民合意形成の仕組みづくりに関
する弊協会のアクション』をテーマに、弊協会で推進中の鳥取市議会や市役所の皆様との取り組み
事例を紹介しました。

パネルディスカッションでは、モデレーターを当協会理事の岩本隆（慶應義塾大学大学院政策・
メディア研究科特任教授）が務め、『地域に裨益する再生可能エネルギー導入を実現するために行
政、事業者が果たすべき役割とは』をテーマに意見交換が行われました。聴講者の皆様より「地域
で再生可能エネルギー事業を推進していく上での留意点」や「住民合意形成、地域貢献策のポイン
ト」等、実際に事業を推進する立場から具体的な質問が複数出され、登壇者間で活発なディスカッ
ションが交わされました。

弊協会では今後も、市民、政治家、行政が参加するオープンな議論と政策検討の場を用意する
「パブリックアフェアーズ活動」の概念普及を推進し、政府機関だけでは解決策を考察・実行する
ことが困難な社会課題に対し、民間の活力と叡智を取り入れた解決策を提供していくための議論や
研究を行っていきます。

１

三田 裕信 氏 荒武見希小野 貴朗 氏 錦澤 滋雄 氏 岩本隆 理事



「一般社団法人 日本パブリックアフェアーズ協会」組織概要

■理事一覧
代表理事 増田 寛也 元総務大臣 元内閣府特命担当大臣 元岩手県知事

日本郵政株式会社 取締役兼代表執行役社長

理事 市川 芳明 多摩大学ルール形成戦略研究所客員教授
一般社団法人 企業間情報連携推進コンソーシアム
(NEXCHAIN) 理事長

理事 岩本 隆 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授

理事 酒井 光郎 パブリックアフェアーズジャパン株式会社 
代表取締役社長

監事 阿部 洸三 TMI総合法律事務所 弁護士

■アドバイザー
武藤 正樹 社会福祉法人日本医療伝道会衣笠病院グループ相談役

よこすか地域包括ケア推進センター長

印南 一路 慶應義塾大学総合政策学部教授

鈴木 寛 東京大学公共政策大学院教授
慶応義塾大学政策・メディア研究科特任教授

根来 龍之 名古屋商科大学大学院マネジメント研究科教授

江藤 学 一橋大学大学院経営管理研究科・イノベーション研究
センター教授

■シニアポリシーフェロ―
双津 森雄 外務省を経て現職

江原 菜美子 法務省を経て現職

東 祐子 文部科学省、熊本県庁を経て現職 

■事務局
「一般社団法人 日本パブリックアフェアーズ協会」事務局
TEL：03-6821-7869  /  FAX：03-6685-9400

■関連リンク
Webサイト https://www.j-paa.or.jp
Facebook  https://www.facebook.com/japanpublicaffairs
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